
瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

  令和４年１２月２０日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第３６号 

瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例  

瀬戸市手数料徴収条例（平成１２年瀬戸市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種類 金額 

＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律（平

成２４

年法律

第８４

号）第

５３条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素化の

ための

建築物

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第５

４条第１項各

号に掲げる基

準に適合する

と市長が定め

る機関が認め

た場合又は当

該基準に適合

することを証

する書類とし

て市長が定め

るものが添付

されている場

合（以下この

表において「

低炭素建築物

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等（共同住宅

、長屋その他の一戸建て

住宅以外の住宅をいう。

以下この部及び次部にお

いて同じ。） 建築物全

体又は複合建築物（建築

物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（平

成２７年法律第５３号）

第１１条第１項に規定す

る非住宅部分（以下この

表において「非住宅部分

」という。）及び住宅部

分（以下この表において

「住宅部分」という。）

を有する建築物をいう。

以下この表において同じ

種類 金額 

＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律（平

成２４

年法律

第８４

号）第

５３条

第１項

の規定

に基づ

く低炭

素化の

ための

建築物

都市の低炭素

化の促進に関

する法律第５

４条第１項各

号に掲げる基

準に適合する

と市長が定め

る機関が認め

た場合又は当

該基準に適合

することを証

する書類とし

て市長が定め

るものが添付

されている場

合（以下この

表において「

低炭素建築物

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等（共同住宅

、長屋その他の一戸建て

住宅以外の住宅をいう。

以下この部及び次部にお

いて同じ。） 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき５，２００円、

申請に係る戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き１０，３００円、申請

に係る戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１７，５００円、申請に

係る戸数が１１以上２５

以下のときは１件につき

２９，１００円、申請に



の新築

等の計

画認定

申請手

数料 

基準適合性確

認機関が認め

た場合等」と

いう。） 

。）の住宅部分に係るも

ののうち１棟の戸数が１

のときは１件につき５，

２００円、１棟の総戸数

が２以上５以下のときは

１件につき１０，３００

円、１棟の総戸数が６以

上１０以下のときは１件

につき１７，５００円、

１棟の総戸数が１１以上

２５以下のときは１件に

つき２９，１００円、１

棟の総戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き４８，８００円、１棟

の総戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き８７，３００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき１３８，１００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１７４，４００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き１８６，１００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうち非住宅部

分の床面積の合計が３０

０平方メートル以内のと

きは１件につき１０，３ 

００円、非住宅部分の床

面積の合計が３００平方

メートルを超え１，００

０平方メートル以内のと 

の新築

等の計

画認定

申請手

数料 

基準適合性確

認機関が認め

た場合等」と

いう。） 

係る戸数が２６以上５０

以下のときは１件につき

４８，８００円、申請に

係る戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き８７，３００円、申請

に係る戸数が１０１以上

２００以下のときは１件

につき１３８，１００円

、申請に係る戸数が２０

１以上３００以下のとき

は１件につき１７４，４

００円、申請に係る戸数

が３０１以上のときは１

件につき１８６，１００

円、建築物全体又は建築

物全体及び住戸に係るも

ののうち１棟の戸数が１

のときは１件につき５，

２００円、１棟の総戸数

が２以上５以下のときは

１件につき１０，３００

円、１棟の総戸数が６以

上１０以下のときは１件

につき１７，５００円、

１棟の総戸数が１１以上

２５以下のときは１件に

つき２９，１００円、１

棟の総戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き４８，８００円、１棟

の総戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き８７，３００円、１棟

の総戸数が１０１以上２



０平方メートル以内のと 

きは１件につき１７，９

００円、非住宅部分の床

面積の合計が１，０００

平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内

のときは１件につき２９

，１００円、非住宅部分

の床面積の合計が２，０

００平方メートルを超え

５，０００平方メートル

以内のときは１件につき

８７，３００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１３８，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき１７４

，４００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき２

１８，０００円 

⑶ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち１

棟の戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

００以下のときは１件に

つき１３８，１００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１７４，４００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き１８６，１００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

、申請に係る戸数が２以



、１棟の総戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き７４，９００円、１棟

の総戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０５，４００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

４８，３００円、１棟の

総戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

１３，０００円、１棟の

総戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

３０５，２００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき４１３，５００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき５４２，１００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き６３６，５００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうち非住宅部

分の全部が建築物エネル

ギー消費性能基準等を定

める省令（平成２８年経

済産業省・国土交通省令

第１号。以下この表にお

いて「建築物省エネ法基 

準省令」という。）第１

０条第１号イ⑵及びロ⑵

に定める基準に係るもの

であるものの非住宅部分 

上５以下のときは１件に

つき７４，９００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き１０５，４００円、申

請に係る戸数が１１以上

２５以下のときは１件に

つき１４８，３００円、

申請に係る戸数が２６以

上５０以下のときは１件

につき２１３，０００円

、申請に係る戸数が５１

以上１００以下のときは

１件につき３０５，２０

０円、申請に係る戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき４１３

，５００円、申請に係る

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

５４２，１００円、申請

に係る戸数が３０１以上

のときは１件につき６３

６，５００円、建築物全

体又は建築物全体及び住

戸に係るもののうち１棟

の戸数が１のときは１件

につき３７，１００円、

１棟の総戸数が２以上５

以下のときは１件につき

７４，９００円、１棟の

総戸数が６以上１０以下 

のときは１件につき１０

５，４００円、１棟の総

戸数が１１以上２５以下

のときは１件につき１４ 



であるものの非住宅部分 

の床面積の合計が３００

平方メートル以内のとき

は１件につき９５，００

０円、非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１２１，０

００円、非住宅部分の床

面積の合計が１，０００

平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１５

９，３００円、非住宅部

分の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き２５７，９００円、非

住宅部分の床面積の合計

が５，０００平方メート

ルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは

１件につき３３６，８０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき４

０４，７００円、非住宅

部分の床面積の合計が２ 

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ 

き４７４，８００円、複 

 

のときは１件につき１４ 

８，３００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２１

３，０００円、１棟の総

戸数が５１以上１００以

下のときは１件につき３

０５，２００円、１棟の

総戸数が１０１以上２０

０以下のときは１件につ

き４１３，５００円、１

棟の総戸数が２０１以上

３００以下のときは１件

につき５４２，１００円

、１棟の総戸数が３０１

以上のときは１件につき

６３６，５００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



合建築物の非住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき２４８，４００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき３１１，２００

円、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき４０１，

８００円、非住宅部分の

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき５

７３，４００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき７０６，３００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８３４ 

，９００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



えるときは１件につき９

５２，４００円 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物省エネ法

基準省令第１０条第１号

イ⑵及びロ⑵に定める基

準に係るものであるもの

） 建築物の延べ面積が

３００平方メートル以内

のときは１件につき９５

，０００円、建築物の延

べ面積が３００平方メー

トルを超え１，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１２１，００

０円、建築物の延べ面積

が１，０００平方メート

ルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１５９，３００

円、建築物の延べ面積が

２，０００平方メートル

を超え５，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき２５７，９００円

、建築物の延べ面積が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき３３６，８００円

、建築物の延べ面積が１

０，０００平方メートル

を超え２５，０００平方

メートル以内のときは１

件につき４０４，７００ 

 

 

 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め

る省令（平成２８年経済

産業省、国土交通省令第

１号）第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るものであるもの） 

建築物の延べ面積が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき９５，

０００円、建築物の延べ

面積が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１２１，０００

円、建築物の延べ面積が

１，０００平方メートル

を超え２，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１５９，３００円

、建築物の延べ面積が２

，０００平方メートルを

超え５，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき２５７，９００円、

建築物の延べ面積が５，

０００平方メートルを超

え１０，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき３３６，８００円、

建築物の延べ面積が１０

，０００平方メートルを 

 



円、建築物の延べ面積が

２５，０００平方メート

ルを超えるときは１件に

つき４７４，８００円 

 

 

 

⑷ ＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第５

５条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

化のた

めの建

築物の

新築等

の計画

変更認

定申請

手数料 

低炭素建築物

基準適合性確

認機関が認め

た場合等 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３，２００円、

申請に係る戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き６，２００円、申請に

係る戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０，５００円、申請に係

る戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、申請に係

る戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

９，３００円、申請に係

る戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

５２，４００円、申請に

係る戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき８２，９００円、申

請に係る戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１０４，７００

円、申請に係る戸数が３

超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４０４，７００円

、建築物の延べ面積が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き４７４，８００円 

⑷ ＜省略＞ 

都市の

低炭素

化の促

進に関

する法

律第５

５条第

１項の

規定に

基づく

低炭素

化のた

めの建

築物の

新築等

の計画

変更認

定申請

手数料 

低炭素建築物

基準適合性確

認機関が認め

た場合等 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３，２００円、

申請に係る戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き６，２００円、申請に

係る戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０，５００円、申請に係

る戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、申請に係

る戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

９，３００円、申請に係

る戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

５２，４００円、申請に

係る戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき８２，９００円、申

請に係る戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１０４，７００

円、申請に係る戸数が３



０１以上のときは１件に

つき１１１，７００円、

建築物全体、建築物全体

及び住戸又は複合建築物

の住宅部分に係るものの

うち１棟の戸数が１のと

きは１件につき３，２０

０円、１棟の総戸数が２

以上５以下のときは１件

につき６，２００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１０，５００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２９

，３００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき５２

，４００円、１棟の総戸

数が１０１以上２００以

下のときは１件につき８

２，９００円、１棟の総

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

１０４，７００円、１棟

の総戸数が３０１以上の

ときは１件につき１１１

，７００円、複合建築物

の非住宅部分に係るもの

のうち非住宅部分の床面 

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件 

 

０１以上のときは１件に

つき１１１，７００円、

建築物全体又は建築物全

体及び住戸に係るものの

うち１棟の戸数が１のと

きは１件につき３，２０

０円、１棟の総戸数が２

以上５以下のときは１件

につき６，２００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１０，５００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２９

，３００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき５２

，４００円、１棟の総戸

数が１０１以上２００以

下のときは１件につき８

２，９００円、１棟の総

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

１０４，７００円、１棟

の総戸数が３０１以上の

ときは１件につき１１１

，７００円 

 

 

 

 

 



につき６，２００円、非

住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルを

超え１，０００平方メー 

トル以内のときは１件に

つき１０，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が１，０００平方メート

ルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１７，５００円

、非住宅部分の床面積の

合計が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき５２，４０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき８２

，９００円、非住宅部分

の床面積の合計が１０，

０００平方メートルを超

え２５，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき１０４，７００円、

非住宅部分の床面積の合

計が２５，０００平方メ

ートルを超えるときは１

件につき１３０，８００

円 

⑶ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ ＜省略＞ 

その他の場合 ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ



に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８

，５００円、１棟の総戸

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体又

は建築物全体及び住戸に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８

，５００円、１棟の総戸

数が６以上１０以下のと



数が６以上１０以下のと

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２

６以上５０以下のときは

１件につき１１１，４０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の全部が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第１号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき４８，

６００円、非住宅部分の

床面積の合計が３００平

方メートルを超え１，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき６２，

３００円、非住宅部分の

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２

６以上５０以下のときは

１件につき１１１，４０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え２

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

２，６００円、非住宅部

分の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１３７，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が５，０００平方メート

ルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１８２，３０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

１９，９００円、非住宅

部分の床面積の合計が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き２５９，３００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１２５，２００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１

件につき１５７，４００

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



円、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２０３，

８００円、非住宅部分の

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９５，５００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき３６７，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき４３５

，０００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき４

９８，２００円 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物省エネ法

基準省令第１０条第１号

イ⑵及びロ⑵に定める基

準に係るもの） 建築物

の延べ面積が３００平方

メートル以内のときは１

件につき４８，６００円

、建築物の延べ面積が３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ その他の建築物（建築

物全体が建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定め

る省令第１０条第１号イ

⑵及びロ⑵に定める基準

に係るもの） 建築物の

延べ面積が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき４８，６００円、 

 



００平方メートルを超え

１，０００平方メートル

以内のときは１件につき

６２，３００円、建築物

の延べ面積が１，０００

平方メートルを超え２，

０００平方メートル以内

のときは１件につき８２

，６００円、建築物の延

べ面積が２，０００平方

メートルを超え５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１３７，

７００円、建築物の延べ

面積が５，０００平方メ

ートルを超え１０，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１８２，

３００円、建築物の延べ

面積が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき２１９

，９００円、建築物の延

べ面積が２５，０００平

方メートルを超えるとき

は１件につき２５９，３

００円 

 

⑷ ＜省略＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー 

 

＜省略＞ ＜省略＞ 

建築物の延べ面積が３０

０平方メートルを超え１

，０００平方メートル以

内のときは１件につき６

２，３００円、建築物の

延べ面積が１，０００平

方メートルを超え２，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８２，

６００円、建築物の延べ

面積が２，０００平方メ

ートルを超え５，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１３７，７

００円、建築物の延べ面

積が５，０００平方メー

トルを超え１０，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１８２，３

００円、建築物の延べ面

積が１０，０００平方メ

ートルを超え２５，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２１９，

９００円、建築物の延べ

面積が２５，０００平方

メートルを超えるときは

１件につき２５９，３０

０円 

⑷ ＜省略＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー 

 

＜省略＞ ＜省略＞ 



消費性

能の向

上に関

する法

律第１

２条第

１項又

は第１

３条第

２項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定手

数料 

 

 

 

 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

４条第

１項の 

 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第３

５条第１項各

号に掲げる基

準に適合する

と市長が定め

る機関が認め

た場合又は当 

 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等（共同住宅

、長屋その他の一戸建て

住宅以外の住宅をいう。

以下この部及び次部にお

いて同じ。） 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち１

棟の戸数が１のときは１

件につき５，２００円、 

 

消費性

能の向

上に関

する法

律（平

成２７

年法律

第５３

号）第

１２条

第１項

又は第

１３条

第２項

の規定

に基づ

く建築

物エネ

ルギー

消費性

能適合

性判定

手数料 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

４条第

１項の 

 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第３

５条第１項各

号に掲げる基

準に適合する

と市長が定め

る機関が認め

た場合又は当 

 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等（共同住宅

、長屋その他の一戸建て

住宅以外の住宅をいう。

以下この部及び次部にお

いて同じ。） 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき５，２００円、

申請に係る戸数が２以上 

 



規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

該基準に適合

することを証

する書類とし

て市長が定め

るものが添付

されている場

合（以下この

表において「

計画適合性確

認機関が認め

た場合等」と

いう。） 

 １棟の総戸数が２以上５

以下のときは１件につき

１０，３００円、１棟の

総戸数が６以上１０以下

のときは１件につき１７

，５００円、１棟の総戸

数が１１以上２５以下の

ときは１件につき２９，

１００円、１棟の総戸数

が２６以上５０以下のと

きは１件につき４８，８

００円、１棟の総戸数が

５１以上１００以下のと

きは１件につき８７，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき１３８

，１００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき１

７４，４００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき１８６，

１００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の床面積

の合計が３００平方メー

トル以内のときは１件に

つき１０，３００円、非

住宅部分の床面積の合計

が３００平方メートルを

超え１，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき１７，９００円、非

住宅部分の床面積の合計

が１，０００平方メート 

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

該基準に適合

することを証

する書類とし

て市長が定め

るものが添付

されている場

合（以下この

表において「

計画適合性確

認機関が認め

た場合等」と

いう。） 

５以下のときは１件につ

き１０，３００円、申請

に係る戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１７，５００円、申請に

係る戸数が１１以上２５

以下のときは１件につき

２９，１００円、申請に

係る戸数が２６以上５０

以下のときは１件につき

４８，８００円、申請に

係る戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き８７，３００円、申請

に係る戸数が１０１以上

２００以下のときは１件

につき１３８，１００円

、申請に係る戸数が２０

１以上３００以下のとき

は１件につき１７４，４

００円、申請に係る戸数

が３０１以上のときは１

件につき１８６，１００

円、建築物全体又は建築

物全体及び住戸に係るも

ののうち１棟の戸数が１

のときは１件につき５，

２００円、１棟の総戸数

が２以上５以下のときは

１件につき１０，３００

円、１棟の総戸数が６以

上１０以下のときは１件

につき１７，５００円、

１棟の総戸数が１１以上

２５以下のときは１件に



が１，０００平方メート 

ルを超え２，０００平方

メートル以内のときは１

件につき２９，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が２，０００平方メ 

ートルを超え５，０００ 

平方メートル以内のとき

は１件につき８７，３０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，

０００平方メートル以内

のときは１件につき１３

８，１００円、非住宅部

分の床面積の合計が１０

，０００平方メートルを

超え２５，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１７４，４００円

、非住宅部分の床面積の

合計が２５，０００平方

メートルを超えるときは

１件につき２１８，００

０円 

⑶ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 建築物全

体又は複合建築物の住宅

部分に係るもののうち１

棟の戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

、１棟の総戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き７４，９００円、１棟

つき２９，１００円、１

棟の総戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き４８，８００円、１棟

の総戸数が５１以上１０

０以下のときは１件につ

き８７，３００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき１３８，１００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１７４，４００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き１８６，１００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１条

第１項

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３７，１００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき７４，９００円、申

請に係る戸数が６以上１



定める

基準に

係るも

の 

の総戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０５，４００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

４８，３００円、１棟の

総戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

１３，０００円、１棟の

総戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

３０５，２００円、１棟

の総戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき４１３，５００円、

１棟の総戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき５４２，１００

円、１棟の総戸数が３０

１以上のときは１件につ

き６３６，５００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうち非住宅部

分の全部が建築物省エネ

法基準省令第１０条第１

号イ⑵及びロ⑵に定める

基準に係るものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき９５，

０００円、建築物の床面

積の合計が３００平方メ

ートルを超え１，０００

平方メートル以内のとき

は１件につき１２１，０

００円、建築物の床面積 

第２号

イ⑴及

びロ⑴

に定め

る基準

に係る

もの 

０以下のときは１件につ

き１０５，４００円、申

請に係る戸数が１１以上

２５以下のときは１件に

つき１４８，３００円、

申請に係る戸数が２６以

上５０以下のときは１件

につき２１３，０００円

、申請に係る戸数が５１

以上１００以下のときは

１件につき３０５，２０

０円、申請に係る戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき４１３

，５００円、申請に係る

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

５４２，１００円、申請

に係る戸数が３０１以上

のときは１件につき６３

６，５００円、建築物全

体又は建築物全体及び住

戸に係るもののうち１棟

の戸数が１のときは１件

につき３７，１００円、

１棟の総戸数が２以上５

以下のときは１件につき

７４，９００円、１棟の

総戸数が６以上１０以下

のときは１件につき１０

５，４００円、１棟の総

戸数が１１以上２５以下

のときは１件につき１４

８，３００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２１ 



の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき１５９，

３００円、建築物の床面

積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき２５７

，９００円、建築物の床

面積の合計が５，０００

平方メートルを超え１０

，０００平方メートル以

内のときは１件につき３

３６，８００円、建築物

の床面積の合計が１０，

０００平方メートルを超

え２５，０００平方メー

トル以内のときは１件に

つき４０４，７００円、

建築物の床面積の合計が

２５，０００平方メート

ルを超えるときは１件に

つき４７４，８００円、

複合建築物の住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき２４８，４００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート

ルを超え１，０００平方

メートル以内のときは１ 

 

 

３，０００円、１棟の総

戸数が５１以上１００以

下のときは１件につき３

０５，２００円、１棟の

総戸数が１０１以上２０

０以下のときは１件につ

き４１３，５００円、１

棟の総戸数が２０１以上

３００以下のときは１件

につき５４２，１００円

、１棟の総戸数が３０１

以上のときは１件につき

６３６，５００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



件につき３１１，２００ 

円、非住宅部分の床面積 

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき４０１，

８００円、非住宅部分の 

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき５

７３，４００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき７０６，３００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８３４

，９００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき９

５２，４００円 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１０条

第１号

イ⑵及

びロ⑵

＜省略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１０

＜省略＞ 

 



に定め

る基準

に係る

もの 

 

 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

６条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

計画適合性確

認機関が認め

た場合等 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３，２００円、

申請に係る戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き６，２００円、申請に

係る戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０，５００円、申請に係

る戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、申請に係

る戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

９，３００円、申請に係

る戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

５２，４００円、申請に

係る戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき８２，９００円、申

請に係る戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１０４，７００

条第１

号イ⑵

及びロ

⑵に定

める基

準に係

るもの 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第３

６条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

計画適合性確

認機関が認め

た場合等 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

係る戸数が１のときは１

件につき３，２００円、

申請に係る戸数が２以上

５以下のときは１件につ

き６，２００円、申請に

係る戸数が６以上１０以

下のときは１件につき１

０，５００円、申請に係

る戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、申請に係

る戸数が２６以上５０以

下のときは１件につき２

９，３００円、申請に係

る戸数が５１以上１００

以下のときは１件につき

５２，４００円、申請に

係る戸数が１０１以上２

００以下のときは１件に

つき８２，９００円、申

請に係る戸数が２０１以

上３００以下のときは１

件につき１０４，７００



円、申請に係る戸数が３

０１以上のときは１件に

つき１１１，７００円、

建築物全体、建築物全体

及び住戸又は複合建築物

の住宅部分に係るものの

うち１棟の戸数が１のと

きは１件につき３，２０

０円、１棟の総戸数が２

以上５以下のときは１件

につき６，２００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１０，５００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２９

，３００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき５２

，４００円、１棟の総戸

数が１０１以上２００以

下のときは１件につき８

２，９００円、１棟の総

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

１０４，７００円、１棟

の総戸数が３０１以上の

ときは１件につき１１１

，７００円、複合建築物

の住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の床面積

の合計が３００平方メー

トル以内のときは１件に 

円、申請に係る戸数が３

０１以上のときは１件に

つき１１１，７００円、

建築物全体又は建築物全

体及び住戸に係るものの

うち１棟の戸数が１のと

きは１件につき３，２０

０円、１棟の総戸数が２

以上５以下のときは１件

につき６，２００円、１

棟の総戸数が６以上１０

以下のときは１件につき

１０，５００円、１棟の

総戸数が１１以上２５以

下のときは１件につき１

７，５００円、１棟の総

戸数が２６以上５０以下

のときは１件につき２９

，３００円、１棟の総戸

数が５１以上１００以下

のときは１件につき５２

，４００円、１棟の総戸

数が１０１以上２００以

下のときは１件につき８

２，９００円、１棟の総

戸数が２０１以上３００

以下のときは１件につき

１０４，７００円、１棟

の総戸数が３０１以上の

ときは１件につき１１１

，７００円 

 

 

 

 

 



つき６，２００円、非住

宅部分の床面積の合計が

３００平方メートルを超

え１，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１０，７００円、非住 

宅部分の床面積の合計が

１，０００平方メートル

を超え２，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１７，５００円、

非住宅部分の床面積の合

計が２，０００平方メー

トルを超え５，０００平

方メートル以内のときは

１件につき５２，４００

円、非住宅部分の床面積

の合計が５，０００平方

メートルを超え１０，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき８２，

９００円、非住宅部分の

床面積の合計が１０，０

００平方メートルを超え

２５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１０４，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が２５，０００平方メー

トルを超えるときは１件

につき１３０，８００円 

⑶ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

省エネ

法基準

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ ＜省略＞ 

その他

の場合 

建築物

エネル

ギー消

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 共同住宅等 住戸のみ

に係るもののうち申請に



省令第

１条第

１項第

２号イ

⑴及び

ロ⑴に

定める

基準に

係るも

の 

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体、

建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８ 

 ，５００円、１棟の総戸 

数が６以上１０以下のと 

費性能

基準等

を定め

る省令

第１条

第１項

第２号

イ⑴及

びロ⑴

に定め

る基準

に係る

もの 

係る戸数が１のときは１

件につき１９，２００円

、申請に係る戸数が２以

上５以下のときは１件に

つき３８，５００円、申

請に係る戸数が６以上１

０以下のときは１件につ

き５４，５００円、申請

に係る戸数が１１以上２

５以下のときは１件につ

き７７，１００円、申請

に係る戸数が２６以上５

０以下のときは１件につ

き１１１，４００円、申

請に係る戸数が５１以上

１００以下のときは１件

につき１６１，３００円

、申請に係る戸数が１０

１以上２００以下のとき

は１件につき２２０，６

００円、申請に係る戸数

が２０１以上３００以下

のときは１件につき２８

８，５００円、申請に係

る戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、建築物全体又

は建築物全体及び住戸に

係るもののうち１棟の戸

数が１のときは１件につ

き１９，２００円、１棟

の総戸数が２以上５以下

のときは１件につき３８

，５００円、１棟の総戸

数が６以上１０以下のと 



数が６以上１０以下のと 

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２ 

６以上５０以下のときは

１件につき１１１，４０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円、複合建築物の

非住宅部分に係るものの

うち非住宅部分の全部が

建築物省エネ法基準省令

第１０条第１号イ⑵及び

ロ⑵に定める基準に係る

ものであるものの非住宅

部分の床面積の合計が３

００平方メートル以内の

ときは１件につき４８，

６００円、非住宅部分の

床面積の合計が３００平

方メートルを超え１，０

００平方メートル以内の 

ときは１件につき６２， 

 

きは１件につき５４，５

００円、１棟の総戸数が

１１以上２５以下のとき

は１件につき７７，１０

０円、１棟の総戸数が２

６以上５０以下のときは 

１件につき１１１，４０

０円、１棟の総戸数が５

１以上１００以下のとき

は１件につき１６１，３

００円、１棟の総戸数が

１０１以上２００以下の

ときは１件につき２２０

，６００円、１棟の総戸

数が２０１以上３００以

下のときは１件につき２

８８，５００円、１棟の

総戸数が３０１以上のと

きは１件につき３３６，

９００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３００円、非住宅部分の 

床面積の合計が１，００

０平方メートルを超え２

，０００平方メートル以

内のときは１件につき８

２，６００円、非住宅部

分の床面積の合計が２，

０００平方メートルを超

え５，０００平方メート

ル以内のときは１件につ

き１３７，７００円、非

住宅部分の床面積の合計

が５，０００平方メート

ルを超え１０，０００平

方メートル以内のときは

１件につき１８２，３０

０円、非住宅部分の床面

積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

１９，９００円、非住宅

部分の床面積の合計が２

５，０００平方メートル

を超えるときは１件につ

き２５９，３００円、複

合建築物の非住宅部分に

係るもののうちその他の

ものの非住宅部分の床面

積の合計が３００平方メ

ートル以内のときは１件

につき１２５，２００円

、非住宅部分の床面積の

合計が３００平方メート 

ルを超え１，０００平方 

メートル以内のときは１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



メートル以内のときは１ 

件につき１５７，４００

円、非住宅部分の床面積

の合計が１，０００平方

メートルを超え２，００

０平方メートル以内のと

きは１件につき２０３， 

８００円、非住宅部分の 

床面積の合計が２，００

０平方メートルを超え５

，０００平方メートル以

内のときは１件につき２

９５，５００円、非住宅

部分の床面積の合計が５

，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メ

ートル以内のときは１件

につき３６７，１００円

、非住宅部分の床面積の

合計が１０，０００平方

メートルを超え２５，０

００平方メートル以内の

ときは１件につき４３５

，０００円、非住宅部分

の床面積の合計が２５，

０００平方メートルを超

えるときは１件につき４

９８，２００円 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１０条

第１号

イ⑵及

＜省略＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

＜省略＞ 

 

 



びロ⑵

に定め

る基準

に係る

もの 

 

 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第４

１条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第４

１条第２項に

規定する建築

物エネルギー

消費性能基準

に適合すると

市長が定める

機関が認めた

場合又は当該

基準に適合す

ることを証す

る書類として

市長が定める

ものが添付さ

れている場合

（以下この表

において「基

準適合性確認

機関が認めた

場合等」とい

う。） 

＜省略＞ 

 

その他 建築物 ＜省略＞ 

第１０

条第１

号イ⑵

及びロ

⑵に定

める基

準に係

るもの 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

建築物

のエネ

ルギー

消費性

能の向

上に関

する法

律第４

１条第

１項の

規定に

基づく

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準適

合認定

申請手

数料 

建築物のエネ

ルギー消費性

能の向上に関

する法律第４

１条第２項に

規定する建築

物エネルギー

消費性能基準

に適合すると

愛知県知事が

定める機関が

認めた場合又

は当該基準に

適合すること

を証する書類

として市長が

定めるものが

添付されてい

る場合（以下

この表におい

て「基準適合

性確認機関が

認めた場合等

」という。） 

＜省略＞ 

 

その他 建築物 ＜省略＞ 



の場合 省エネ

法基準

省令第

１条第

１項第

２号イ

⑵又は

⑶及び

ロ⑵又

は⑶に

定める

基準に

係るも

の 

 

 

 

建築物

省エネ

法基準

省令第

１０条

第１号

イ⑵に

定める

基準に

係るも

の 

 

 

 

＜省略＞ 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 
 

の場合 エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１条

第１項

第２号

イ⑵又

は⑶及

びロ⑵

又は⑶

に定め

る基準

に係る

もの 

建築物

エネル

ギー消

費性能

基準等

を定め

る省令

第１０

条第１

号イ⑵

に定め

る基準

に係る

もの 

＜省略＞ 

 

＜省略

＞ 

＜省略＞ 

 

＜省略＞ 
 

備考 備考 



１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部都市の低炭素化の促進に関する法律第５

４条第１項各号に掲げる基準に適合すると

市長が定める機関が認めた場合又は当該基

準に適合することを証する書類として市長

が定めるものが添付されている場合（以下

この表において「低炭素建築物基準適合性

確認機関が認めた場合等」という。）の項

金額の欄⑵に規定する建築物全体又は複合

建築物の住宅部分に係るものの手数料につ

いて、次に掲げる場合（複合建築物の住宅

部分に係る申請にあっては、⑵に掲げる場

合を除く。）には、当該手数料の額にそれ

ぞれ次に定める額を加算する。 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部都市の低炭素化の促進に関する法律第５

４条第１項各号に掲げる基準に適合すると

市長が定める機関が認めた場合又は当該基

準に適合することを証する書類として市長

が定めるものが添付されている場合（以下

この表において「低炭素建築物基準適合性

確認機関が認めた場合等」という。）の項

金額の欄⑵に規定する建築物全体又は建築

物全体及び住戸に係るものの手数料につい

て、次に掲げる場合には、当該手数料の額

にそれぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 建築物省エネ法基準省令第４条第３項

第１号に規定する共用部分（以下「共用

部分」という。）がある場合（申請に係

る設計一次エネルギー消費量の算出の基

礎に共用部分が含まれている場合に限

る。） 当該共用部分の床面積の合計に

ついての次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

⑴ 住宅の用途に供する共用の部分（以下

「共用部分」という。）がある場合（申

請に係る設計一次エネルギー消費量の算

出の基礎に共用部分が含まれている場合

に限る。） 当該共用部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

 アからキまで ＜省略＞  アからキまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考１⑴ア

からキまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考１⑴アからキまでに定める

額 

⑵ 住戸及び共用部分以外の部分（以下

「非住宅部分」という。）がある場合 

当該非住宅部分の床面積の合計について

の備考１⑴アからキまでに掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ備考１⑴アからキ

までに定める額 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部その他の場合の項金額の欄⑵に規定する

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

部その他の場合の項金額の欄⑵に規定する



建築物全体又は複合建築物の住宅部分に係

るものの手数料について、次に掲げる場合

（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっ

ては、⑵及び⑶に掲げる場合を除く。）に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る

ものの手数料について、次に掲げる場合に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部低炭素建築物基準適合性確認機関が

認めた場合等の項金額の欄⑵に規定する建

築物全体、建築物全体及び住戸又は複合建

築物の住宅部分に係るものの手数料につい

て、次に掲げる場合（複合建築物の住宅部

分に係る申請にあっては、⑵に掲げる場合

を除く。）には、当該手数料の額にそれぞ

れ次に定める額を加算する。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部低炭素建築物基準適合性確認機関が

認めた場合等の項金額の欄⑵に規定する建

築物全体又は建築物全体及び住戸に係るも

のの手数料について、次に掲げる場合に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部その他の場合の項金額の欄⑵に規定

する建築物全体、建築物全体及び住戸又は

複合建築物の住宅部分に係るものの手数料

について、次に掲げる場合（複合建築物の

住宅部分に係る申請にあっては、⑵及び⑶

に掲げる場合を除く。）には、当該手数料

の額にそれぞれ次に定める額を加算する。 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の部に規定するその他の場合の項金額の

欄⑵に規定する建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、当該手数料の額にそれ

ぞれ次に定める額を加算する。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

５から８まで ＜省略＞ ５から８まで ＜省略＞ 

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３４条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部建築物のエネルギー消費性能の

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３４条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部建築物のエネルギー消費性能の



向上に関する法律第３５条第１項各号に掲

げる基準に適合すると市長が定める機関が

認めた場合又は当該基準に適合することを

証する書類として市長が定めるものが添付

されている場合（以下この表において「計

画適合性確認機関が認めた場合等」とい

う。）の項金額の欄⑵に規定する建築物全

体又は複合建築物の住宅部分に係るものの

手数料について、次に掲げる場合（複合建

築物の住宅部分に係る申請にあっては、⑵

に掲げる場合を除く。）には、当該手数料

の額にそれぞれ次に定める額を加算する。 

向上に関する法律第３５条第１項各号に掲

げる基準に適合すると市長が定める機関が

認めた場合又は当該基準に適合することを

証する書類として市長が定めるものが添付

されている場合（以下この部及び次部にお

いて「計画適合性確認機関が認めた場合

等」という。）の款金額の欄⑵に規定する

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る

ものの手数料について、次に掲げる場合に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３４条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申

請手数料の部その他の場合の款建築物省エ

ネ法基準省令第１条第１項第２号イ⑴及び

ロ⑴に定める基準に係るものの項金額の欄

⑵に規定する建築物全体又は複合建築物の

住宅部分に係るものの手数料について、次

に掲げる場合（複合建築物の住宅部分に係

る申請にあっては、⑵及び⑶に掲げる場合

を除く。）には、当該手数料の額にそれぞ

れ次に定める額を加算する。 

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３４条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画認定申

請手数料の部その他の場合の款建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令第１条

第１項第２号イ⑴及びロ⑴に定める基準に

係るものの項金額の欄⑵に規定する建築物

全体又は建築物全体及び住戸に係るものの

手数料について、次に掲げる場合には、当

該手数料の額にそれぞれ次に定める額を加

算する。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

１１ ＜省略＞ １１ ＜省略＞ 

１２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部計画適合性確認機関が認

めた場合等の項金額の欄⑵に規定する建築

物全体、建築物全体及び住戸又は複合建築

物の住宅部分に係るものの手数料につい

て、次に掲げる場合（複合建築物の住宅部

１２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部計画適合性確認機関が認

めた場合等の款金額の欄⑵に規定する建築

物全体又は建築物全体及び住戸に係るもの

の手数料について、次に掲げる場合には、

当該手数料の額にそれぞれ次に定める額を



分に係る申請にあっては、⑵に掲げる場合

を除く。）には、当該手数料の額にそれぞ

れ次に定める額を加算する。 

加算する。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

１３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部その他の場合の款建築物

省エネ法基準省令第１条第１項第２号イ⑴

及びロ⑴に定める基準に係るものの項金額

の欄⑵に規定する建築物全体、建築物全体

及び住戸又は複合建築物の住宅部分に係る

ものの手数料について、次に掲げる場合

（複合建築物の住宅部分に係る申請にあっ

ては、⑵及び⑶に掲げる場合を除く。）に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

１３ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認

定申請手数料の部その他の場合の款建築物

エネルギー消費性能基準等を定める省令第

１条第１項第２号イ⑴及びロ⑴に定める基

準に係るものの項金額の欄⑵に規定する建

築物全体又は建築物全体及び住戸に係るも

のの手数料について、次に掲げる場合に

は、当該手数料の額にそれぞれ次に定める

額を加算する。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

１４から１６まで ＜省略＞ １４から１６まで ＜省略＞ 
  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例による改正後の規定は、施行の日（以下「施行日」という。

）以後に申請するものについて適用し、施行日前に申請したものについ

ては、なお従前の例による。  

 

 


